第三者評価の手法に関する規程（準則）

（評価の目的） 
第１条　利用者本位の福祉の実現のために、福祉サービス第三者評価を実施する。さまざまな事業者が行う福祉サービスの内容や質を相互に比較可能な情報とし、利用者や事業者に情報提供することを通じて、利用者の選択に資するとともにサービスの質の向上に向けた事業者の取り組みに資するものとする。

（契約の締結） 
第２条　当社は福祉サービス事業者（以下｢事業者｣という）と第三者評価実施に関する契約を締結する。
（評価基準等） 

第３条　福祉サービス第三者評価の実施にあたっては、富山県福祉サービス第三者評価推進機構（以下、「機構」という。）の定める評価基準をすべて取り込んで評価を行う。さらに、事業者との合意により評価項目を追加することができる。
（事前説明） 

第４条　当社は事前に事業所へ訪問し、評価方法の説明を行う。事業所の希望により、利用者および保護者への説明会も実施する。

（評価の実施） 

第５条　一件の評価は、２人以上の評価調査者が一貫して実施する。
（事前調査） 

第６条　当社は事前に事業所から事業所情報、各種マニュアル類、事業計画書等基礎的書類を提出していただき、その内容について事前点検を行う。また、事前に評価基準に基づき自己評価を実施していただき、それについても十分な点検を行う。

（利用者調査） 

第7条 当社は利用者調査表にもとづき、利用者本人や家族等への意向調査を行う。施設ごとの調査方法については次の表を参照。
	分野
	事業者種別
	調査対象
	利用者調査の方法

	【高齢福祉】
	高齢者福祉施設
	原則、利用者全員
	アンケート調査及び

抽出聞き取り調査

	
	高齢者在宅サービス
	概ね1ヶ月以内にサービスを利用した方
	アンケート調査

	【障害福祉】
	障害福祉施設
	原則、利用者全員
	アンケート調査及び

抽出聞き取り調査

	
	障害者在宅サービス
	概ね1ヶ月以内にサービスを利用した方
	アンケート調査

	
	知的障害児施設・

サービス
	家族等
	アンケート調査

	【児童福祉】


	保育所
	家族等
	アンケート調査


（訪問調査） 

第８条　評価調査者２名以上による訪問調査を実施する。
(1) オリエンテーション　事業者側と当日の調査内容、スケジュールについて説明する。
(2) 施設見学　施設内を案内してもらいながら、必要に応じて質問を行う。見学する事により、評価に関わる事実確認をする。
(3) 事業者へのヒアリング　事前に提出していただいた基礎的書類をもとに質問を行い、補足的に説明を求める。その後、評価基準に沿って実際の状況を確認していく。必要に応じて、現場担当者にも同席を求め、マニュアルや記録類等の資料を点検しながら調査を進める。
(4) 利用者へのヒアリング（アンケート方式のみ実施する場合は除く）　聞き取りする利用者の選定や時間、場所等については事業者との相談の上決定し、利用者の負担にならないよう配慮する。利用者調査表に沿いながら、 利用者にわかりやすい言葉で質問を行う。答えられない場合でも、決して答えを強制しない。守秘義務については、ヒアリング前に遵守することを告げ徹底する。
(5) 調査報告書　訪問調査終了後、なるべく時間を置かずに評価調査者間の評価のばらつきの把握、訪問調査時の印象を語り合い、合議により報告書をまとめる。
（評価の際の視点） 

第９条　第三者評価を行う際には、次の視点を持って評価を実施する。 

(1) 福祉サービスの質は、あくまでも利用者本位の視点に立ちながら、1人1人の利用者の人権を尊重し、自立の支援を目指すものとする。
(2) 評価基準に沿って単純に「できている」「できていない」と評価するのではなく、事業者が掲げるサービス実施の際の理念、方針、あるいは事業者の地理的、物理的状況等にも着目しながら、事業者としての福祉サービスの質の向上に向けての取組状況を評価するようにする。
(3) 事業者が福祉サービスの質の向上を目指して実施している具体的な創意工夫点については、積極的に評価する。
(4) 最終的な評価結果を提案する際には、事業者の取組として良いと思われる点や、逆にできていないと思われる事項については改善を要する点など評価の際の根拠を明らかにしながら、事業者における福祉サービスの質の向上への取組を誘導できるようにする。
（個人情報の取り扱い） 

　　第10条　利用者調査票及び事業者自己評価表については、各個人回答結果を評価機関以外の者が見ることのない回収方法を採用する。
（評価結果報告書の作成） 

第11条　訪問評価調査者を含む２名以上の合議により評価結果報告書を作成し、事業者へ提出する。評価結果について事業者と調整、確認を行う。機構への評価結果報告書提出は事業者との調整、確認後に行う。 

(1) 報告書の様式　機構への評価結果報告は、機構の定める報告書様式を用いて報告する。
(2) 報告書の内容　単に悪い点を指摘するのではなく、良い点、良くない点も含め事業者の特徴を明らかにするものとし、又、事業者が改善点を見つけやすい表現にする。 
(3) コメント記述の留意点 
1 利用者や事業所職員が理解できる表現に努める。
2 事実に基づいて具体的に記述する。
3  事業者が大切にしている理念や基本方針等の考え方や、それに則して実際に実施している事業所独自の取組等に関する事項を重点的に記述する。
（福祉サービス事業者との合意）
第12条　当社は事業者との合意により本規則の内容と異なった定めをすることができる。

附則　本規程は平成　　年　　月　　日から施行する。

